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総合支援事業
（総合的支援体制の整備、専門家派遣事業）

➢ 都内中小企業が抱える技術、経営、法律、資金繰り等の様々な経営課題に対し、

ワンストップで対応する総合相談窓口の設置と企業の現場への専門家派遣を実施

１ 総合的支援体制の整備 

総合相談窓口において、経営・金融、法律、創

業・会社設立、ＩＴ関連、税務、悪質クレーム対

応等の様々な分野の相談にワンストップで対応す

る相談事業を実施。

［ 配置する相談員 ]

中小企業診断士、社会保険労務士、行政書士、

ＩＴコーディネータ、公認会計士、税理士、

不動産コンサルティングマスター、司法書士、

弁護士 等

２ 専門家派遣事業

中小企業等が抱える諸問題の解決を図り、中小

企業等の発展、成長を促進するため、専門家が直

接現地に出向いて支援する専門家派遣事業を実施。

（実費の1/2を事業者負担）

 

［ 配置する専門家 ]

中小企業診断士、社会保険労務士、公認会計士、

税理士、技術士、ITコーディネータ、弁理士等

［ 事業実施主体：（公財）東京都中小企業振興公社 ］
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事業内容



中小企業デジタルツール導入促進支援事業

■事業内容

➢ 都内中小企業に対し、デジタルツールの導入に係る経費の一部を助成することで、事業活動の

デジタル化を促進し、継続的な成長・発展を支援

対象者 中小企業者 等

助成限度額 １００万円

助成率 1/2（小規模企業2/3）

対象経費 ソフトウェア導入及びクラウド利用に要する経費

対象期間 １年

支援規模 ７００件

都内中小企業のデジタルツール導入に係る経費の一部を助成
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➢ 都内中小企業がデジタル技術を用いて企業変革や生産性向上を図ることで、持続的な成長・発展を
目指していけるよう、DX化を推進する取組を支援

ＤＸ推進支援事業

事業概要

(1)窓口相談・WEB相談（ICT、IoT・AI：週５回、ロボット：週３回）

(2)普及巡回員による巡回（400社）

(3)ポータルサイトの運営

(4)現地調査・診断（170社）

(5)専門家によるハンズオン支援

① DX戦略策定支援コース（20社）

経営理念・ビジョンを踏まえたDX戦略の策定支援

デジタル技術の導入から活用まで支援

② 生産性向上コース（150社）

デジタル技術の導入から活用まで支援

対象者 中小企業者 等

助成限度額 ３，０００万円

助成率

①DX戦略策定支援コース
2/3
※賃金引上げ計画を策定した場合は、3/4

②生産性向上コース
1/2（小規模企業2/3）
※賃金引上げ計画を策定した場合は、3/4

対象経費 デジタル技術を活用した機器・システム等導入経費 等

対象期間 １年

支援規模 １００件

支援の流れ

DX推進支援助成金専門家によるハンズオン支援
窓口・WEB相談
（週5日）

普及巡回
（400社）

現地調査・
診断

（170社）

①DX戦略策定支援コース(20社）
DX推進アドバイザーによるトータル支援

DX戦略
策定支援

デジタル技術
導入・活用支援

①DX戦略策定支援
コース

(3,000万・2/3
賃上3/4)

情報収集 検討 導入 活用 助成金

②生産性向上コース(150社)
専任アドバイザーによるトータル支援

デジタル技術導入・活用支援ポータルサイト

②生産性向上コース
(3,000万・1/2・

小規模2/3・賃上3/4)

企業の
取組内容で
コースを
振分け
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➢ 都内中小企業の中長期的な成長を支え、東京の産業力の強化及び都内経済の持続的発展に
つなげるため、競争力強化や生産性向上に必要となる機械設備等の導入経費の助成

対象者 都内中小企業者 等 支援期間 交付決定から１年６か月（年２回募集）

対象経費 「製品の製造」や「役務の提供のため」に直接必要な機械設備・器具備品・ソフトウェアの導入経費

助成率・
助成限度額

※区分Ⅰの小規模企業者でゼロエミ要件及び賃上げ要件適用無しの場合、
 助成限度額は3000万円

躍進的な事業推進のための設備投資支援事業

事業概要

事業区分
要 件

助成限度額
ゼロエミ要件 賃上げ要件 助成率

Ⅰ 競争力強化 - - 1/2以内

１億円
※

中小 〇 2/3以内

企業者 ◎ 3/4以内

○ 3/4以内

- - 2/3以内

小規模 〇 2/3以内

企業者 ◎ 3/4以内

○ 3/4以内

Ⅱ ＤＸ推進・イノベーション - - 2/3以内

◎ 3/4以内

○ 3/4以内

Ⅲ 後継者チャレンジ - - 2/3以内

◎ 3/4以内

○ 3/4以内

【事業区分】
Ⅰ.競争力強化
更なる発展に向けて競争力強化を目指した事業
展開に必要となる機械設備を新たに導入する事業

Ⅱ.DX推進・イノベーション
IoT、AI、ロボット等のデジタル技術の活用により新
しい製品・サービスの構築等を目指した事業展開に
必要となる機械設備を新たに導入する事業や新事
業活動等に取り組むことでイノベーション創出を図る
事業展開に必要となる機械設備を新たに導入する
事業

Ⅲ.後継者チャレンジ
事業承継を契機として、後継者による事業多角化
や新たな経営課題の取り組みに必要となる設備等
を新たに導入する事業

【要件】
○ゼロエミッション要件
省エネルギー効果が高い取組について、内容に応じ
て助成率を拡充

○賃上げ要件
一定の賃上げを実施する場合は助成率を拡充
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2024年問題への対応

➢ 「２０２４年問題」への対応が急務となっている都内の運輸業や建設業等の中小企業に対して、生産性
向上等につながる設備投資などを支援
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事業名
デジタルツール導入促進緊
急支援事業

デジタル技術活用推進緊急
支援事業

設備投資緊急支援事業

対象者 運輸業、建設業の都内中小企業等

助成限度額 １００万円 ３,０００万円 １億円

助成率 3/4 4/5 4/5

対象経費
ソフトウェア導入及びクラ
ウド利用に要する経費

デジタル技術を活用した機
器・システム等導入経費
等

時間外労働の上限規制による
人材不足等『2024年問題』
の対策のための機械設備等の
購入経費

対象期間 １年 １年 １年６か月

支援規模 ２００件 ２０件 ５０件



人材確保支援事業
（中小企業人材確保総合サポート事業）

〈事業スキーム〉

〈事業内容〉

➢ 人材確保に課題を抱える中小企業に対し、中期的な視点による人材戦略構築・人材マネジメントから、
専門・中核人材、兼業・副業人材、女性や高齢者等の幅広い人材の具体的な採用・活用策に至るまで
一貫して、総合的に支援

（１） 人材確保相談窓口
ア 企業の求人活動、採用支援等に精通した相談員が、人材確保に課題を抱える中小企業等の相談に対応
イ 専門・中核人材採用、兼業・副業人材活用を検討する企業の相談に専門の相談員を配置 ＜予約制＞

（２） セミナー
ア 人材確保セミナー（①一般セミナー＜年５回＞ ②若年者採用セミナー＜年２回＞）
イ 多様な人材活用セミナー＜年７回＞
ウ 兼業・副業人材活用セミナー＜年２回＞
エ スタートアップ企業向け人材確保課題解決セミナー＜年１回＞
オ 業界課題に対応した人材確保好事例セミナー＜年１回＞

（３） 専門家派遣によるコンサルティング
ア 即戦力人材、女性・高齢者等企業が求める人材の採用に関するコンサルティング支援を実施＜年330社＞
イ ①専門・中核人材採用、②兼業・副業人材活用、③女性活用について、専門のアドバイザーを派遣

（４） 合同就職面接会
東京労働局と連携し、コンサルティング支援を実施した企業にマッチングの機会を提供＜年４回＞

（５） 好事例集作成
支援企業の中から、中小企業の採用において参考となるような事例を事例集としてまとめ、広く配布

（６） 人材確保に向けた人材戦略の構築支援
中期的視点に立った人材戦略構築・人材マネジメントに関する支援を実施
ア 経営者向けセミナー＜年３回＞ イ 人材戦略構築コンサルティング＜年30社＞

しごとセンター事業
＜シニア・ミドル・ヤング＞

専門家派遣によるコンサルティング
（専門・中核人材、兼業・副業人材、
女性に関する専門アドバイザー）

人材戦略構築の支援

人
材
確
保
に
課
題
を
抱
え
る
企
業
等

人材確保相談窓口
採用に関する一般相談

専門・中核人材採用
兼業・副業人材活用
女性・高齢者の活用
に関する専門相談

求人内容等

の見直し
合同就職面接会

東京労働局連携

ハローワークへの求人提出

兼業・副業人材
の活用

多様な人材
の活用

人材の採用

人材戦略
・マネジメント

セミナー 人材紹介事業者への求人掲出
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人材確保・就職促進緊急対策事業

➢ 「2024年問題」に直面している建設や物流の企業と働き手とのマッチングを後押しする
イベントを実施

事業概要

◆開催規模：１回（２日間）

令和６年７月23日・24日

東京ドームシティ プリズムホール

◆参 加 者：延べ３００人

◆企 業 ：建設業・運輸業

 延べ５０社

○キャリアカウンセラー

個別相談

○業界研究セミナー

求

職

者

企

業

○人材確保に関する

個別相談

○人材確保セミナー

合 同 就 職 面 接 会

２０２４年問題に直面している建設業・運輸業の企業を集めたマッチングイベント
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➢ 中小企業の人材確保等にあたっては、業種や業態により課題が異なることから、業界内
の状況等に精通する業界団体を通じた支援が効果的

➢ 各業界における人材確保に向け、業界団体の要望や状況に応じてカスタマイズでの支援
を提供するほか、業界団体の自主的な取組に対して経費を補助

事業概要

業界別人材確保強化事業

（１）カスタマイズ支援（１団体あたり2年間にわたり支援を実施。）
これまでの業界団体への支援実績やノウハウ等を活用し、採用支援や多様な人材活用の推進などのテーマを設定し、業界団体の希望や
ニーズを受け、人材確保の課題に沿った支援メニューを組み合わせ、カスタマイズした支援を都が提供
【規模】１５団体

（２）業界独自取組支援（1団体あたり2年間にわたり支援を実施。）

業界団体が自主的に行う取り組みに対し補助金を交付

   【規模】１０団体程度 【補助上限】１団体あたり３千万円 【補 助 率】１／２

東京しごと財団において実施

業
界
内
に
取
組
成
果
を
波
及

課
題
や
ニ
ー
ズ
の
整
理

● 業界団体が自主的に行う取組を支援 ※東京しごと財団が助成金を支給

カ
ス
タ
マ
イ
ズ
支
援

独
自
取
組
支
援

人材課題
テーマ
 設定

助成金の対象
となる取組例

キ
ッ
ク
オ
フ
セ
ミ
ナ
ー

（
経
営
者
向
け
）

支援メニューの企画・実施
・テーマに沿ったセミナー

・コンサルティング

・業界の魅力発信

・マッチング支援 など

〇 資格・免許取得支援、スキルアップ（ＩＴ、ＣＡＤ等）研修、合同求人サイトの構築 など

成
果
を
好
事
例
集
と
し
て
作
成

中
小
企
業
へ
の
波
及
効
果
が
高
い
取
組
を

紹
介
す
る
好
事
例
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

（例）

〇 採用、定着のノウハウ習得

〇 多様な人材活用

〇 テレワーク、副業・兼業の推進

〇 生産性を高める人材育成

〇 人材課題解決のためのデジタル

活用・DX推進

（デジタル広報力強化、SNS等を

活用した採用ノウハウ、人事担

当者のDX化推進 など）

※申請団体の要件
・一般社団法人、一般財団法人等であること
・同業種の中小企業等で構成される業界団体で、構成員（会員、組合員等）の５割以上が中小企業であること
・都内全域を活動範囲とし、都内に住所または主たる事業所があること など
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➢ 運輸業、建設業等をはじめとする業界団体が、『2024年問題』の対策を目的に、自主的
に実施する人材確保に資する取組に対して、費用の一部を補助

事業概要

対象団体
運輸業・建設業等、働き方改革関連法の時間外労働の上限規制による人手不足等
『2024年問題』の対策に取り組む業界団体

対象経費
時間外労働の上限規制による人材不足等『2024年問題』の対策を目的に、業界団体が構成
員である中小企業に対して自主的に行う、人材確保に資する取組について、経費を補助する。

補助率・
補助限度額

補助率  １／２
補助上限 １団体あたり5,000万円

規模 ５団体

補助対象期間 1団体あたり２年間

事業実施方法 （公財）東京しごと財団に出えんし、基金を造成させ事業実施する。

業界別人材確保強化緊急支援事業
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働き方改革パワーアップ応援緊急対策事業

（１）巡回相談
 2024年問題への対応が急務である建設・運送業を対象に、相談員が企業を訪問し、状況に適した
支援策を案内 （規模：200社）

（２）相談窓口
雇用環境整備や生産性向上等、企業からの働き方改革に関連する相談に対応

（３）働き方改革セミナー
 働き方改革に関する法令や事例、社内改革のノウハウ等の情報を提供 （規模：1,000社）

（４）従業員サーベイの実施と専門家派遣
 社会保険労務士等の専門家を企業に派遣し、従業員サーベイの実施による社内の課題把握と働き方改革の
 推進等を支援 （規模：300社（１社あたり上限５回））

事業概要

➢ 企業が主体的に働き方改革に取り組めるよう、相談窓口の設置から法知識・ノウハウ等の
提供、専門家派遣まで一体的に支援を行い、社内における取組推進を支援

・専門家が働き方改革の推進に
関する様々な相談にワンストップ
で対応

相談窓口

巡回相談員（建設・運送業のみ）
掘り起こし・支援策の案内等（200社）

2024年問題対応

セミナー
・働き方改革に関連する知識・ノウ
ハウを提供
・「2024年問題」などの最新の情報
を発信

従業員サーベイ

専門家派遣（300社）

従業員サーベイ

【取組項目例】
・労務管理 ・人材育成
・生産性向上・就業規則変更

専門家を企業に派遣

事業スキーム
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